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政治活動岩田とも子の

八代海・有明海再生、及びゼロカーボン社会推進特
別委員会視察　北九州市のポリエステル再生工場を
見学しました。

教育警察常任委員会で、石川県立図書館を視察。素
晴らしい施設でした。

パレアでの県政報告会　たくさんの方に来ていただ
きました。要約筆記の方々、手話通訳の方々にもお世
話になりました。「私の決心」と題してお話しました。

食と緑と水を守る熊本県民
会議のボランティア林業吉
無田の森の中で活動でき
ました。親子で楽しいコマ
うち体験でした。

「食の安全を守る人々」の映画を観た後、元農水大臣の山田正彦さんとパネル
ディスカッション。私もパネラーとなりました。

私学助成の啓発のための高校生フェスティバルで、県
議にインタビューする企画があり、出演しました。

12月議会報告
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①空港アクセス鉄道については「肥後大津ルートが妥
　当である」との検討委員会の意見を受け、期待が確
　信に変わった。県民運動公園へのアクセス改善など
　の課題に対応策をまとめ、説明を尽くしていく。

②令和2年7月豪雨災害への対応として、流水型ダム
　について、球磨川の環境に極限まで配慮して整備が
　進められているのか事業の方向性や進捗を確認す
　る仕組みを作る。

③JR肥薩線については、人吉・球磨地域の将来にとっ
　て必要不可欠。国とJRと協議を進める。

④村上宗隆選手へ県民栄誉賞を贈呈する。

　一般会計補正予算は物価高騰の影響を受けた事業
者への支援、台風14号被害からの復旧、国土強靭化

の推進、国の経済対策（宿泊・日帰りキャンペーン、妊
婦子育て家庭への支援、保育所バスへの安全装置整
備支援等）で566億5800万円の増額となり、9957
億4400万円の予算となりました。

　空港アクセス鉄道の突然のルート変更について
は、疑問に感じられた方も多かったのではないで
しょうか。また、豪雨災害への対応や復旧・復興に
ついては地域住民の声をしっかり反映してほしい
です。
　これまで求め続けてきた子ども医療費助成が
拡大されることになりました。４歳未満の医療費助
成だったものが、通院は小学校就学前まで、入院は
中３までの助成拡大をすることになりました。これ
で、各市町村はより充実した子ども支援施策を行
うことが可能になりました。

　私の１２回目の県議会一般質問は12月8日でした。
この日は81年前に太平洋戦争が始まった日でもあり
ます。ロシアがウクライナに侵攻して１０ヶ月が経過し
ましたが、いまだに終結していません。戦争は、いった
ん始めたらなかなか終われないことはこれまでの歴
史が物語っているのになぜ人間は過ちを繰り返して
しまうのでしょう。愚かなことです。
　熊本では、戦争を２度とおこすことのないようにと
「戦争と平和のミュージアム」を作ろうという運動が

始まりました。戦争という愚かな選択の道に進まぬよ
う、皆さんと同じく平和を願う一員として行動してい
きたいと思います。
　2023年は統一地方選挙の年です。１８歳以上の選
挙権のある方が大切な1票を無駄にすることなく行
使していただきたいと思っています。選挙投票率が
年々下がっています。政治は私たちのくらしに直結し
ています。

知事の主な発言　

ご挨拶
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■食料安全保障の強化に向けた基本政策の確立に
　関する意見書　　　　

■空港アクセス鉄道整備の早期実現に関する決議
　（うちの会派は反対しました。わたしが反対討論し
　ました。急がず、県民への説明と理解が先だと）

採択された意見書

岩田智子の一般質問

 岩田
　いじめ件数や不登校児童生徒の数が過去最多と
なっている今、熊本県ではいじめの重大事態の発生
件数は前年度より、１６件増え２３件になっている。
不登校の数は小中学校で6141人。高校で1990人と
なっている。いじめの重大事態を繰り返さないよう
に必要な改善点と不登校生徒の増加が止まらない
原因、高校で不登校が減少した原因をどう捉えてい
るのか。

いじめ問題や不登校の
解決についてQ1

 教育長
　いじめは理由のいかんを問わず決して許される
ものではない。改善策として各学校に「情報集約担
当者」を配置した。30日以上の欠席者に関して県
教委と情報を共有する。管理職への研修も実施す
る。不登校の原因はコロナ感染防止のために集団
生活からの距離を取ろうとしたことや（義務教育を
受けられなかった人の教育を保障するための）教育
機会確保法の趣旨の浸透などが背景にある。いじ
め・不登校については重点取組み事項と位置付け取
り組む。

 岩田
　2019年の文科省通知後具体的に何の業務が減っ
たのか、教員の志願者の確保についてどのように考
えているか。

教職員の働き方改革と
教員志願者の確保に
ついて

Q2

 教育長
　「働き方改革推進プラン」を策定し、プロジェクト
チーム設置している。ICTや教員業務支援員、部活
動支援員等の活用等で勤務時間の縮減が図られて
いる。今後、学校徴収金のシステム化を行い、市町村
へも情報提供する。教員志願者の確保については高
校生にも積極的な発信を行う。全力で取り組む。

　いじめによって尊い命が失われる悲しい出
来事が続いています。子どもの権利条約に則
り、子どもの意見も尊重することは大事です。
文科省のガイドラインの重大事態の捉えと県
の規則の捉え同じではない。客観的に判断で
きる第三者が関わることも必要です。不登校に
ついては、不登校特例校（不登校児童生徒を対
象とする特別の教育課程を編成して教育を実
施する学校）の設置も今後必要になります。

 岩田
　重要犯罪の７割が性犯罪であり、その被害者の約
半数が２０歳未満である。被害者はさまざまな影響
を受け、トラウマにより、日常生活にも支障がでるこ
とも多い。2020年12月に熊本県犯罪被害者支援条
例が制定されたが、性犯罪による若年層被害者への
切れ目のない支援についてどうお考えか。

性犯罪、性暴力による
若年被害者への支援に
ついて

Q3

 環境生活部長
　「ゆあさいどくまもと」（性暴力被害者のための
サポートセンター）においての相談や付き添い、児
童相談所と関係機関と連携し、二次被害防止に配慮
している。児童心理士によるケアや医師への受診調
整、精神保健福祉センターでも同様な支援を行なっ
ている。性犯罪は増加しており、10代20代の被害が
多い。まずは相談しやすい体制を整えていき、個々
のニーズを汲み取り連携して取り組む。

　警察本部、健康福祉部と環境生活部との横
の連携で、二次被害のないように支援してい
くことが必要です。また、相談しやすい環境づ
くりにしっかり取り組んでいかなければなり
ません。

 岩田
　給食の無償化や安心安全なオーガニック食材を
使う自治体が増えてきている。熊本県の県立学校
で、そのような取り組みができないか。

安心・安全な学校給食
についてQ5

 教育長
　毎月19日食育の日をふるさとくまさんデーと定
め、県産食材をつかった郷土料理を実施している。
地場産物活用率は６４％で全国平均５６％を上回っ
ている。有機農産物の使用には安定した供給が必
要。農林水産部とも連携し、研究していく。

 岩田
　2005年から国庫補助が一般財源化され、準要保
護者への援助制度に市町村で差が出ています。県教
委は各市町村の援助基準の調査が行なっているの
で実態は把握していると思う。熊本県内どこに住ん
でいても子どもたちに対して同水準の援助が確実に
行われるよう、県教委からの助言や指導をお願いし
たい。

市町村における就学援助
制度の運用について（要望）Q7

 岩田
　13年連続認知症サポーター日本一の熊本県で
の、フォローアップの中で、今の課題と今後の取り組
みの重点を伺いたい。

認知症サポーターの
活用についてQ6

 健康福祉部長
　認知症の正しい理解のため、小中高校生や金融機
関、公共交通機関などの方々の養成を進めたい。ア
クティブチーム認定にも積極的に取り組む。また、
認知症の方とそのご家族の方に語っていただく「く
まもとオレンジ大使」を現在募集中。認知症になっ
ても希望を持ち、地域で安心して暮らせる地域づく
りを推進する。

 岩田
　特定妊婦（出産後の養育について出産前において
支援を行うことが特に必要と認められる妊婦）は10
年で、８倍に増えている。貧困や知的な障がい、精
神障がいがある場合支援が必要である。どんな支援
をされているのか。

特定妊婦への支援Q4

 健康福祉部長
　平成29年度からコーディネーターを配置し、相談
支援体制をとっている。令和3年度は3500人の相
談、50人を超える特定妊婦を把握し、関係機関に繋
ぐことができた。今年の10月から居場所の提供をし
ている。２ヶ月で2名受け入れた。

　支援を深めていくことは重要です。特定妊
婦を増やさないためには、性教育による学習
も大事です。旧統一教会の政治介入の影響で、
この20年余り性教育の実践が委縮させられ
てきたように思います。

　職員の定員に満たないまま学校が運営され
ています。その分、一人当たりの業務量は増え
るばかりです。事務的作業量も変わらず負担
となっています。教員本来の業務に時間を十
分に使うことができません。そういった現状が
教員志願者の減少につながっているのではな
いでしょうか。それは子どもたちの不利益に直
結します。人員確保のための予算を確保して
いく必要があります。
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